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1/1 

知立市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

（議案第４０号、参考資料） 

改正後 改正前 

（登録資格） （登録資格） 

第２条 認可地縁団体印鑑の登録を受けることができる者は、認可地縁団体

の代表者又は次の各号に掲げる者が選任されているときは当該各号に定

める者（以下「代表者等」という。）とする。 

第２条 認可地縁団体印鑑の登録を受けることができる者は、認可地縁団体

の代表者又は次の各号に掲げる者が選任されているときは当該各号に定

める者（以下「代表者等」という。）とする。 

(１) 地方自治法施行規則（昭和22年内務省令第29号）第18条の３第１項

第６号に規定する職務代行者 

(１) 地方自治法施行規則（昭和22年内務省令第29号）第19条第１項第１

号へに規定する職務代行者 

(２)～(４) 略 (２)～(４) 略 

（登録） （登録） 

第４条 市長は、前条の申請があったときは、当該申請者が当該認可地縁団

体の代表者等であることを確認するとともに、当該認可地縁団体につき地

方自治法施行規則第18条の３第１項の規定に基づき作成された台帳（以下

「地縁団体登録台帳」という。）の記載事項及び個人印鑑に係る印鑑登録

原票の印影その他の登録事項と照合するほか、当該申請書に記載されてい

る事項等について審査したのち、認可地縁団体印鑑登録原票により登録す

るものとする。 

第４条 市長は、前条の申請があったときは、当該申請者が当該認可地縁団

体の代表者等であることを確認するとともに、当該認可地縁団体につき地

方自治法施行規則第21条第２項の規定に基づき作成された台帳（以下「地

縁団体登録台帳」という。）の記載事項及び個人印鑑に係る印鑑登録原票

の印影その他の登録事項と照合するほか、当該申請書に記載されている事

項等について審査したのち、認可地縁団体印鑑登録原票により登録するも

のとする。 

（代理人による申請） （代理人による申請） 

第12条 地方自治法施行規則第18条の３第１項第７号に規定する代理人を

置いている認可地縁団体にあっては、委任の旨を証する書面を添えて、当

該代理人によりこの条例に基づく申請をすることができる。 

第12条 地方自治法施行規則第19条第１項第１号トに規定する代理人を置

いている認可地縁団体にあっては、委任の旨を証する書面を添えて、当該

代理人によりこの条例に基づく申請をすることができる。 

２ 略 ２ 略 
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知立市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

（議案第４１号、参考資料） 

改正後 改正前 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

 事務   事務  

 略   略  

    12 日本国民に対する生活保護の実施の取扱いに準じて行う外国人

の保護に関する事務であって規則で定めるもの 

 

  

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

 事務 特定個人情報   事務 特定個人情報  

 略   略  

     12 日本国民に対する生

活保護の決定実施の取

扱いに準じて行う外国

人の保護に関する事務

であって規則で定める

もの 

医療保険給付関係情報であって規則で

定めるもの 

 

    母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39

年法律第129号）による資金の貸付けに

関する情報であって規則で定めるもの

 

    児童扶養手当関係情報であって規則で

定めるもの 

 

    母子及び父子並びに寡婦福祉法による

給付金に関する情報であって規則で定

めるもの 

 

    特別児童扶養手当等の支給に関する法

律による障害児福祉手当若しくは特別

障害者手当又は昭和60年法律第34号附

則第97条第１項の福祉手当の支給に関

する情報であって規則で定めるもの 

 

    地方税関係情報であって規則で定める  

－
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改正後 改正前 

もの 

    母子保健法（昭和40年法律第141号）に

よる養育医療の給付又は養育医療に要

する費用の支給に関する情報であって

規則で定めるもの 

 

    児童手当法（昭和46年法律第73号）によ

る児童手当若しくは特例給付の支給に

関する情報であって規則で定めるもの

 

    介護保険給付等関係情報であって規則

で定めるもの 

 

    障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成17年法律

第123号）による自立支援給付の支給に

関する情報であって規則で定めるもの

 

    特別児童扶養手当等の支給に関する法

律による特別児童扶養手当の支給に関

する情報であって規則で定めるもの 
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知立市児童クラブの実施に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

（議案第４２号、参考資料） 

改正後 改正前 

別表（第５条、第９条関係） 別表（第５条、第９条関係） 

表 略 表 略 

備考 備考 

１ この表において「学校休業日」とは、土曜日、国民の祝日に関する

法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日及び学校教育法施行令

（昭和28年政令第340号）第29条に基づき教育委員会が定める学校の

休業日その他規則で定める日をいう。 

１ この表において「学校休業日」とは、土曜日及び学校教育法施行令

（昭和28年政令第340号）第29条に基づき教育委員会が定める学校の

休業日その他規則で定める日をいう。 

２～４ 略 ２～４ 略 
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知立市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

（議案第４３号、参考資料） 

改正後 改正前 

（一般廃棄物の自己処理） （一般廃棄物の自己処理） 

第９条 占有者は、その土地又は建物内の一般廃棄物を自ら処理する場合

は、法第６条の２第２項及び第４項に定める基準に準じて処理しなければ

ならない。 

第９条 占有者は、その土地又は建物内の一般廃棄物を自ら処理する場合

は、法第６条の２第２項及び第３項に定める基準に準じて処理しなければ

ならない。 

２ 略 ２ 略 
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知立市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

（議案第４４号、参考資料） 

改正後 改正前 

（建築物の高さの最低限度） （建築物の高さの最低限度） 

第７条 略 第７条 略 

２ 前項の規定は、次に掲げる建築物については、適用しない。 ２ 前項の規定は、同項に規定する数値に満たない高さの部分を有する建築

物で、その部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の２分の１

未満であるものについては、適用しない。 

(１) 前項に規定する数値に満たない高さの部分を有する建築物で、その

部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の２分の１未満で

あるもの 

 

(２) 都市計画法（昭和43年法律第100号）第４条第６項に規定する都市

計画施設の区域内における建築物 

 

(３) 高架の工作物内に設ける建築物  

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

 名称 区域   名称 区域  

 上重原地区

整備計画区

域 

都市計画法第20条第１項の規定により告示された西

三河都市計画上重原地区計画において地区整備計画

が定められた区域 

  上重原地区

整備計画区

域 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第20条第１項の

規定により告示された西三河都市計画上重原地区計

画において地区整備計画が定められた区域 

 

 略   略  

 山地区整備

計画区域 

都市計画法第20条第１項の規定により告示された西

三河都市計画山地区計画において地区整備計画が定

められた区域 

  山地区整備

計画区域 

都市計画法第20条第１項の規定により告示された西

三河都市計画山地区計画において地区整備計画が定

められた区域 

 

 八橋山田谷

地区整備計

画区域 

都市計画法第20条第１項の規定により告示された西

三河都市計画八橋山田谷地区計画において地区整備

計画が定められた区域 

     

別表第２（第３条－第９条関係） 別表第２（第３条－第９条関係） 

 対象

区域 

(ア) (イ) (ウ) (エ) (オ) (カ) (キ)   対象

区域 

(ア) (イ) (ウ) (エ) (オ) (カ) (キ)  
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改正後 改正前 

 の名

称 

計画

地区

の区

分 

建築してはな

らない建築物 

建築

物の

容積

率の

最高

限度

(％) 

建築

物の

敷地

面積

の最

低限

度

(㎡)

外壁等の距離の限

度 
建築

物の

高さ

の最

低限

度

(ｍ)

建築

物の

高さ

の最

高限

度

(ｍ)

  の名

称 

計画

地区

の区

分 

建築してはな

らない建築物 

建築

物の

容積

率の

最高

限度

(％)

建築

物の

敷地

面積

の最

低限

度

(㎡)

外壁等の距離の限

度 
建築

物の

高さ

の最

低限

度

(ｍ)

建築

物の

高さ

の最

高限

度

(ｍ)

 

 道路

境界

線ま

での

距離

(ｍ)

隣地

境界

線ま

での

距離

(ｍ)

適用除

外の建

築物等

  道路

境界

線ま

での

距離

(ｍ)

隣地

境界

線ま

での

距離

(ｍ)

適用除

外の建

築物等

 

 上重

原地

区整

備計

画区

域 

Ａ地

区 

法別表第２

（は）項に掲げ

る建築物以外

の建築物 

 160 1.0 0.5 物置、

車庫そ

の他こ

れらに

類する

用途に

供する

建築物

等で、

次のい

ずれか

に該当

するも

の 

(１) 外

壁を

有し

ない

もの

(２) 軒

    上重

原地

区整

備計

画区

域 

Ａ地

区 

法別表第２

（は）項に掲げ

る建築物以外

の建築物 

 160 1.0 0.5 物置、

車庫そ

の他こ

れらに

類する

用途に

供し、

軒の高

さが

2.5ｍ

以下

で、か

つ、外

壁等の

距離の

限度に

満たな

い部分

の床面

積の合

   

 Ｂ地

区 

法別表第２

（ほ）項第２号

及び第３号並

びに（に）項第

３号から第８

号までに掲げ

る建築物 

  Ｂ地

区 

法別表第２

（ほ）項第２号

及び第３号並

びに（に）項第

３号から第８

号までに掲げ

る建築物 

 

 Ｃ地

区 

法別表第２

（ほ）項第２号

から第４号ま

で及び（に）項

第３号から第

６号までに掲

げる建築物 

  Ｃ地

区 

法別表第２

（ほ）項第２号

から第４号ま

で及び（に）項

第３号から第

６号までに掲

げる建築物 

 

  Ｄ地

区 

法別表第２

（に）項第４号

         Ｄ地

区 

法別表第２

（に）項第４号
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改正後 改正前 

に掲げる建築

物 

の高

さが

2.5

ｍ以

下

で、

外壁

等の

距離

の限

度に

満た

ない

部分

の床

面積

の合

計が

10㎡

以内

のも

の 

に掲げる建築

物 

計が10

㎡以内

の建築

物等 

 Ｅ地

区 

法別表第２

（に）項第４号

並びに（り）項

第２号及び第

３号に掲げる

建築物 

  Ｅ地

区 

法別表第２

（に）項第４号

並びに（り）項

第２号及び第

３号に掲げる

建築物 

 

 八橋

地区

整備

計画

区域 

   160 1.0 0.5 物置、

車庫そ

の他こ

れらに

類する

用途に

    八橋

地区

整備

計画

区域 

   160 1.0 0.5 物置、

車庫そ

の他こ

れらに

類する

用途に
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改正後 改正前 

供する

建築物

等で、

次のい

ずれか

に該当

するも

の 

(１) 外

壁を

有し

ない

もの

(２) 軒

の高

さが

2.5

ｍ以

下

で、

外壁

等の

距離

の限

度に

満た

ない

部分

供し、

軒の高

さが

2.5ｍ

以下

で、か

つ、外

壁等の

距離の

い部分

の床面

積の合

計が10

㎡以内

の建築

物等 
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改正後 改正前 

の床

面積

の合

計が

10㎡

以内

のも

の 

 略   略  

 八橋

まと

ば地

区整

備計

画区

域 

   160 1.0 0.5 物置、

車庫そ

の他こ

れらに

類する

用途に

供する

建築物

等で、

次のい

ずれか

に該当

するも

の 

(１) 外

壁を

有し

ない

もの

    八橋

まと

ば地

区整

備計

画区

域 

   160 1.0 0.5 物置、

車庫そ

の他こ

れらに

類する

用途に

供し、

軒の高

さが

2.5ｍ

以下

で、か

つ、外

壁等の

距離の

限度に

満たな

い部分

の床面

   

－
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改正後 改正前 

(２) 軒

の高

さが

2.5

ｍ以

下

で、

外壁

等の

距離

の限

度に

満た

ない

部分

の床

面積

の合

計が

10㎡

以内

のも

の 

積の合

計が10

㎡以内

の建築

物等 

 八橋

東部

地区

整備

計画

   160 1.0 0.5 物置、

車庫そ

の他こ

れらに

類する

    八橋

東部

地区

整備

計画

   160 1.0 0.5 物置、

車庫そ

の他こ

れらに

類する

   

－
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改正後 改正前 

区域 用途に

供する

建築物

等で、

次のい

ずれか

に該当

するも

の 

(１) 外

壁を

有し

ない

もの

(２) 軒

の高

さが

2.5

ｍ以

下

で、

外壁

等の

距離

の限

度に

満た

ない

区域 用途に

供し、

軒の高

さが

2.5ｍ

以下

で、か

つ、外

壁等の

距離の

限度に

満たな

い部分

の床面

積の合

計が10

㎡以内

の建築

物等 

－
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改正後 改正前 

部分

の床

面積

の合

計が

10㎡

以内

のも

の 

 山地

区整

備計

画区

域 

    1.0 0.5 物置、

車庫そ

の他こ

れらに

類する

用途に

供する

建築物

等で、

次のい

ずれか

に該当

するも

の 

(１) 外

壁を

有し

ない

もの

 10   山地

区整

備計

画区

域 

    1.0 0.5 物置、

車庫そ

の他こ

れらに

類する

用途に

供し、

軒の高

さが

2.5ｍ

以下

で、か

つ、外

壁等の

距離の

限度に

満たな

い部分

の床面

 10  

－
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改正後 改正前 

(２) 軒

の高

さが

2.5

ｍ以

下

で、

外壁

等の

距離

の限

度に

満た

ない

部分

の床

面積

の合

計が

10㎡

以内

のも

の 

積の合

計が10

㎡以内

の建築

物等 

 八橋

山田

谷地

区整

備計

 法別表第２

（い）項第１号

から第３号ま

で、第６号及び

第８号から第

100 200 1.0 0.5 物置、

車庫そ

の他こ

れらに

類する

 10              

－
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改正後 改正前 

画区

域 

10号までに掲

げる建築物以

外の建築物 

用途に

供する

建築物

等で、

次のい

ずれか

に該当

するも

の 

(１) 外

壁を

有し

ない

もの

(２) 軒

の高

さが

2.5

ｍ以

下

で、

外壁

等の

距離

の限

度に

満た

ない

－
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改正後 改正前 

部分

の床

面積

の合

計が

10㎡

以内

のも

の 
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